
コーポレート・ガバナンス
E（環境）S（社会）G（ガバナンス）

執行役員制度を導入し、権限委譲によ
りスピード感のある経営を行うととも
に、取締役会は経営の監督に注力して
います。

取締役員数

10名

社外役員比率
（取締役・監査役）

40%

取締役会出席率
（社外取締役）（全18回）

100%

取締役会はあらかじめ年間スケジュー
ルを作成し、計画的に開催することに
より、実効性のある運営を行っています。

社外役員の一層有効な活用を図るため
に、社外役員、代表取 締役、および常
勤監査役との会合を定期的に実施して
います。

基本的な考え方

　ダイフクグループは、次の経営理念に基づき、企業の社

会的責任を果たしてまいります。

1.  最適・最良のソリューションを提供し、世界に広がるお

客さまと社会の発展に貢献する。

2.  自由闊達な明るい企業風土のもと、健全で成長性豊か

なグローバル経営に徹する。

　ダイフクは、独立社外取締役3名を含む10名の取締役

会、および社外監査役3名を含む5名の監査役体制を整

備して、企業統治体制の充実を図っています。両者が密接

に連携することにより、経営の監視機能は十分に機能する

体制であると考えています。また、経営の意思決定の一層

の迅速化を図るため、執行役員制度を導入しています。

　また、内部統制システムの確保がコーポレート・ガバナン

スの実効性を高め、ひいては企業の信頼性と業務の効率

性・有効性を高めることを認識し、法令遵守・リスク管理・

資産保全・財務報告の信頼性確保を図ってまいります。

コーポレート・ガバナンス体制

　　
　　
　　
　　
　　
　　
　　
　　
　　
　　
　　
　　
　　
　　
　　
　　
　　
　　
1  取締役会
　取締役会は、当社の経営理念等を確立し、戦略的な

方向付けを行うことを主要な役割・責務とし、具体的な

経営方針、経営計画等につき建設的な議論を行います。

2  取締役会の機能を補完するための体制
●  諮問委員会  

　取締役および執行役員の指名・報酬などに関して審議

する任意の機関として「諮問委員会」を設置しています。 

　諮問委員会は、代表取締役および社外取締役で構

成され、年3回以上開催します。委員会の独立性・客観

性を担保するため、議長は社外取締役が務めます。

●  役員会  

　ダイフクは、業務執行上の意思決定の迅速性と取締役

会の監督機能を強化するため、「執行役員制度」を採用し

ており、取締役会は、取締役会規定に定めている重要事

項以外は経営陣（取締役および執行役員）へ委任します。 

　執行役員制度の採用に伴い「役員会」を開催するこ

ととし、経営陣全員、および常勤監査役出席のもとに、

業務執行の内容につき審議しています。

●  経営会議  

　取締役および監査役が出席し、経営の重要テーマに

ついて協議する「経営会議 」を適宜開催しています。必

要に応じて、外部専門家にも意見を求めています。

3  監査役会
　監査役および監査役会は、株主に対する受託者責任

を認識し、持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に

向けて、取締役の職務の執行の監査、会計監査人の選

解任ならびに不再任に関する株主総会に提出する議案の

決定などについて、「監査役会規定」等に基づき、その職

責を果たしています。

　ダイフクグループは、会社の持続的成長と中長期的な企業価値の創出のため、コーポレート・ガバナンス
の充実に努めます。

 （2018年4月更新）
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コーポレート・ガバナンス進化の変遷

▶執行役員制度を導入

▶社外取締役を1名選任

▶社外取締役2名体制に

▶  指名・報酬に係る「諮問委員会」を設置
▶  社外取締役および社外監査役の独立性判断基準を策定
▶  政策保有株式の保有の是非の検証、議決権行使の基準を明確化
▶  「ダイフク コーポレートガバナンス・ガイドライン」を制定
▶  取締役会の実効性評価の実施、結果概要の開示
▶  業績連動型の取締役報酬制度として「株式給付信託」を導入

▶  取締役会付議事項を重要な事項に絞り込み
▶  子会社の意思決定の迅速化、権限と責任の明確化
▶  取締役トレーニングの強化
▶  パーセプション・スタディの実施
▶   外部機関を活用した取締役会の実効性評価の実施

▶  内部通報制度の見直し
▶  年金資産運用委員会を設置
▶  社外取締役3名体制に
▶  買収防衛策を廃止
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コーポレート・ガバナンス
E（環境）S（社会）G（ガバナンス）

社外取締役・社外監査役の活動状況

氏名 独立役員 出席回数 活動状況

社外
取締役

柏木 昇 ○
取締役会：  定時：12回中12回 

臨時：6回中6回
経営会議：4回中4回

企業法務や国際取引法に精通しており、取締役会において、豊富な経験
と幅広い見識から助言・提言を行っています。

小澤 義昭 ○
取締役会：  定時：12回中12回 

臨時：6回中6回
経営会議：4回中4回

財務・会計に関する深い知見や、海外駐在経験に基づく専門的見地から
助言・提言を行っています。

酒井 峰夫 ○ （2018年6月に就任） 企業経営における豊富な経験と幅広い見識を有しており、経営全般に助
言・提言を行っていただきます。

社外
監査役

北本 功 ○
取締役会：  定時：12回中11回 

臨時：6回中6回
監査役会：6回中6回

ジャーナリストとしての幅広い見識、豊富な海外経験から助言・提言を行っ 
ています。

相原 亮介 ○
取締役会：  定時：12回中12回 

臨時：6回中6回
監査役会：6回中6回

弁護士としての専門的見地から助言・提言を行っています。

宮島 司 ○ （2018年6月に就任） 法律を専門とする大学教授であり、高い見識と幅広い経験から助言・提言
を行っていただきます。

コーポレート・ガバナンス体制強化の取り組み

取締役会の実効性評価
　取締役会の実効性に対する当社の基本方針は、継続的

にPDCAのサイクルを回して改善に努めることです。2017年

度は、外部機関に直接回答することで匿名性を確保し、よ

り率直な意見の収集に努めるとともに、他社比較の観点

を取り入れて分析しました。

1.  評価方法 

ステップ1：取締役・監査役への無記名式アンケート調査（外部機関へ委託） 

ステップ2：アンケート結果を代表取締役、社外取締役、監査役の定期会合で分析し、取締役会で報告

2 . 評価結果概要

●  取締役会は、全員が議題の背景や課題を共有し、自由闊
達な議論、効率的な運営が行われている。この結果は前年
度と同様だが、全般的に改善が見られた。

●  前年度に比べ、社内役員より社外役員の評価が高い項目
が増え、情報共有の面で改善が見られた。

●  他社と比べると概ね平均以上であった。

総
　
評

●  取締役会規定等の見直しを行った。具体的には、一定範
囲の権限移譲を前提とする取締役会付議事項の絞り込み
により、意思決定の迅速化および取締役会の監督機能の
強化を行った。これらの改定版の規定は、2017年度より
運用を開始する。

●  IT技術を用いるなど運用の改善を行ったが、取り組みが
不十分という評価結果になり、さらなる対応策を検討して
いく。

●  「取締役会自体の運営は、重点項目に絞られた明瞭なもの
となった。加えて、執行レベルの責任意識（感）が増したこ
とも成果である」という声もあり、取締役会の効率性・実効
性が向上していることが確認できた。

●  資料事前配布のさらなる早期化等、今後も対応を検討して
いく。

●  当社の2018年4月の社長交代人事にあたり、諮問委員会
が実効的に機能していた。

課
　
題

2016年度 2017年度

取締役の多様性マトリクス

独立性（社外） 企業経営 業界の知見 海外経験 専門性 男性○女性●

田中 章夫 ○ ○ ○

下代 博 ○ ○ ○ ○

猪原 幹夫 ○ ○ 財務・会計 ○

本田 修一 ○（銀行） ○ ○ ○

岩本 英規 ○ ○ ○ ○

中島 祥行 ○ ○ ○ 人事・総務 ○

佐藤 誠治 ○ ○ ○ ○

柏木 昇 ○ ○ 法律 ○

小澤 義昭 ○ ○ 財務・会計 ○

酒井 峰夫 ○ ○（IT企業） ○ 財務・会計 ○

業績連動型の取締役報酬制度
　2016年の第100回定時株主総会において、社内取締

役および執行役員（以下、取締役等）に対する業績連動型

の株式報酬制度である「株式給付信託」を導入しました。

報酬限度枠（年額700百万円以内）の内枠で、新たな株

式報酬を当社の取締役等に対して支給します。

　これにより、取締役等が株価上昇によるメリットのみな

らず、株価下落リスクまでも株主と共有することで、中長

期的な業績の向上と企業価値の増大に貢献する意識を高

めることができるものと考えています。

取締役および監査役の報酬等の額 （2017年度）

員数 支給額

取締役
（うち社外取締役）

10名
（2名）

641百万円
（30百万円）

監査役
（うち社外監査役）

5名
（3名）

109百万円
（30百万円）

合計
（うち社外役員）

15名
（5名）

750百万円
（60百万円）

個別の取締役報酬の開示状況

氏名 報酬等の総額

北條 正樹 128百万円

注：連結報酬等の総額が 1億円以上である者に限定して記載しています。

政策保有株式
●  ダイフクは、年に1回、保有株式の保有是非の検証を実

施し、取締役会において結果を報告しています。  

　基準としては、時価、簿価、取引状況、ROEなどの経

済合理性を検証します。保有の意義がなくなった株式に

ついては売却を進めています。

●  ダイフクは、保有株式に対する議決権行使基準を定め

ています。不祥事の有無を主な判断内容とし、経営戦略

上の改善策、当該企業の監査役や監査法人の見解も確

認しながら、CFOが総合的に考慮のうえ、議決権行使

の判断を行っています。

買収防衛策廃止
　ダイフクは、「当社株式の大量取得行為に関する対応策

（買収防衛策）」の有効期間が満了する2018年6月開催

の定時株主総会終結の時をもって、買収防衛策を廃止し

ました。株主共同の利益の確保・向上に向け、一層の持続

的成長を図ります。
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リスクマネジメント
E（環境）S（社会）G（ガバナンス）

コーポレート・ガバナンス
E（環境）S（社会）G（ガバナンス）

業務の適正を確保するための体制等の運用状況の概要

コンプライアンス

1.  定期的な研修や、具体的理解を養成するためのケース
スタディ情報を発信しています。

2.  より実効性のある内部通報制度とするため、制度の見
直しを行い、2018年度より運用します。新制度では、
社内窓口と社内から独立した外部窓口の2つのルート
で通報を受け付けるほか、匿名で通報できること、海外
から8カ国語で通報できることが主な特徴です。

3.  2018年4月、ダイフク確定給付企業年金の年金資産
を安全かつ効率的に運用するため、「年金資産運用委
員会」を新設しました。

ダイフクグループにおける業務の適正を確保する
ための体制

1.  子会社における経営上の意思決定の迅速化、権限と責
任の明確化を進めてきました。子会社から当社への報
告については、取締役会、役員会、現法経営者会議等
において適宜適切に行われています。

2.  暴力団等の反社会的勢力への対応方針を「企業行動規
範」に定め、周知徹底しています。贈賄防止については各
現地法人の実情等も踏まえた贈賄防止細則を制定、運
用を深化させ、また、社内研修も積極的に行っています。

監査役監査

1.  監査役は、期初に策定した監査計画に基づき、取締役
会をはじめとする重要会議への出席、工場・営業拠点
等の事業部門へのヒアリング、国内外の子会社監査を
実施しました。

2.  会計監査人が行う国内の内部統制システム整備状況、
および運用状況の評価テストへの同席や、棚卸監査・
海外子会社往査・工事現場往査への同行などを行い、
その実効性を監査しました。

3.  監査の実効性を高めるため、監査役は代表取締役・社
外取締役、内部監査室、会計監査人と意見交換会を開
催するなど、連携を図りました。

内部監査

　内部監査室は、期初に策定した監査計画に基づき、当
社および国内外のグループ会社に対する監査を実施しま
した。監査結果については、内部監査報告書として被監査
部門にフィードバックするとともに、代表取締役、常勤監
査役ほか関係役員に対して報告を行いました。

　以上の結果、金融商品取引法に基づく内部統制報告書
において、2017年度も引き続き「当社の財務報告に係る
内部統制は有効である」と評価しました。

株主との対話（IR 活動）

　ダイフクグループの持続的な成長と中長期的な企業価

値の向上のため、株主との建設的な対話を促進します。

　当社はIR専任の部署を設け、適時・適切な情報開示を

行っています。機関投資家、個人投資家とのコミュニケー

ションの機会を設け、またウェブサイトを活用した情報開

示により、広く透明性向上を図っています。

　2017年度は、当社の事業戦略やIR活動に関する投資家

へのヒアリング調査（パーセプション・スタディ）を実施しました。

こうした調査を実施すること自体が「IRに対する前向きな

姿勢の表れである」というお声をいただきました。

リスク情報

　経営に大きな影響を与えると判断される主なリスクとして、ダイフクが認識しているものは以下の通りです。

　それぞれのリスクに対しては、リスクを軽減するための対策を実施していますが、万一実際に発生した場合には、ダイフク

グループの業績に影響を及ぼす可能性があると判断しています。

管理統轄が対応するリスク
1. 重大な生産トラブル

2. 災害・戦争・テロ・ストライキ・疾病等の影響

3. 環境問題

4. 労使関係

5. 合弁事業

6. 知的財産権

7. 人材確保

8. 取引先の信用リスク

9. 情報管理

10.  海外事業展開  

① 各国政府の予期しない法律または規制の変更  

② 社会・政治および経済状況の変化または治安の悪化 

③ 輸送の遅延、電力等のインフラの障害  

④ 為替制限、為替変動  

⑤ 各種税制の不利な変更  

⑥ 移転価格税制による課税  

⑦ 保護貿易諸規制の発動  

⑧ 異なる商習慣による取引先の信用リスク等  

⑨ 異なる雇用制度、社会保険制度  

⑩ 労働環境の変化や人材の採用と確保の難しさ  

⑪ 疾病の発生

事業部門長が対応するリスク
1.  半導体・液晶関連市場および自動車関連市場の影響

2. 価格競争

3. 製品の品質問題

4. 新製品・新技術開発に関するリスク

5. 原材料の価格上昇

6 .  プロジェクトの大型化  

物流センターや、半導体・液晶工場向けのシステムで大

きな受注金額のアイテムが増えています。これら大型案

件の受注計上時期、プロジェクトの収益管理の巧拙が

業績に影響を及ぼす可能性があります。

リスク管理体制

　ダイフクグループの経営に大きな影響を与えると判断さ

れるリスクを幅広く捉え、適切な体制、対応を整備していく

ため、CRO（Chief Risk Officer）を任命し、その傘下に

ある本社部門において、対策の立案・推進を行っています。

　国内外グループ会社を含めて毎年リスクアセスメントを

実施しており、有事の際の体制もあらかじめ定めています。

コーポレート・ガバナンスに関する情報開示

ダイフク　コーポレートガバナンス・ガイドライン
（日本語） www.daifuku.com/jp/ir/policy/governance/guideline
（英　語） www.daifuku.com/ir/policy/governance/guideline

株主総会招集ご通知
（日本語） www.daifuku.com/jp/ir/stock/shareholders
（英　語） www.daifuku.com/ir/stock/shareholders

コーポレート・ガバナンス報告書
（日本語） www.daifuku.com/jp/ir/policy/governance
（英　語） www.daifuku.com/ir/policy/governance

出席者数 193名 
議決権行使比率 82%

参加者数 208名 
満足度 98%

決算説明会 年4回 
海外ロードショー 年4回 
投資家面談件数 年269件

 開催回数 年3回 
参加者数 632名

定時株主総会

米国大手金融情報誌で「Best CFOs」（日本）第2位

株主さま向け 
施設見学会

機関投資家向け

個人投資家向け 
説明会

2017年度実績

世界的に著名な米国大手金融情報誌「Institutional Investor」が5月
15日に発表した「The 2018 All-Japan Executive Team」（2018年
度ベストIR企業ランキング）のEngineering & Machineryセクター
において、評価項目のうち「Best CFOs」の第2位に、当社副社長の
猪原 幹夫が選ばれました。
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